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1．はじめに 

北海道新幹線は青森市と札幌市を結ぶ計画である。こ

のうち新青森～新函館間については 2005 年に着工、2015
年度に完成の予定であり、所要時間の短縮に伴う本州か

ら道南地域への観光客の増加等が期待される。 
北海道新幹線開業に伴う需要予測に関しては、佐藤 1)、

北海道経済連合会ら 2)によるものなどが既往研究成果と

して蓄積されている。しかし、前者は航空から鉄道への

転換による鉄道流動量の算出を試みたものであり、誘発

需要による総流動量の増加については考慮されていない。

また、後者は鉄道および航空による最短所要時間を変数

としたグラビティモデルにより誘発需要を考慮している

が、費用面を考慮していないため、需要量の推計が過大

になっている可能性がある。 
そこで本研究では、所要時間、運行頻度に加え費用面

をも考慮した需要推計を行うことを目的として、移動に

かかる待ち時間・乗車時間等の所要時間に時間価値を乗

じて諸要因を貨幣換算し、運賃と合計する一般化費用の

考え方を採り入れた推計手法を構築する。また、これら

の推計手法を用いて、北海道新幹線函館開業時の鉄道と

航空に関する交流量の予測を行う。 
 
2．北海道新幹線函館開業時の需要推計手法 

2.1 本研究における需要推計手法 

本研究では、新青森までの整備を前提とした上で、北

海道新幹線函館開業による公共交通機関交流量の変化を

推計する。北海道新幹線の開業によって発生する交流量

としては、航空や在来線からの転換交流量、移動時間の

短縮や行きやすくなったことによる純増交流量（新規誘

発交流量）が考えられる。 
交流量推計フローを、図－１に示す。はじめに、鉄道

と航空の機関分担を表現する鉄道シェアモデルにより、

公共交通機関交流に対する鉄道と航空のシェアを求める。

続いて、一般化費用の考え方を取り入れた交流量モデル

によって、公共交通機関交流量を推定する。ここで、交

流量モデルに用いる一般化費用は、鉄道と航空の一般化

費用をシェアにより重み付けしたものであり、地域間の

移動機会費用を複数の交通機関について総合的に表現す

るものである。また、社会経済環境条件による交流量の

伸びの相違を検討するため、以上の推計に対して経済成

長モデルを適用し、上位・中位・下位の経済成長を考慮

した交流量を推計する。 
各交流量の推定手法を図－２に示す。航空の条件は同

一と仮定するため、誘発交流量は新幹線の有無による公

共交流量の差分によって算定される。公共交通機関交流

量にシェアを適用することによって、鉄道および航空 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－１ 需要予測フロー 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

図－２ 交流量の推計手法 
 
の手段別交流量が算定される。新幹線の有無による鉄道

交流量の差分は、航空からの転換交流量と誘発交流量に

よって構成されるため、鉄道転換交流量は、鉄道交流量

の差分より誘発交流量を差し引くことによって算定され

る。 
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2.2 鉄道シェアモデル 

地域間の鉄道シェアを表現する鉄道シェアモデルは、

式(1)に示す二項ロジットモデルにより構築する。被説明

変数に鉄道シェア、被説明変数に所要時間差および運賃

差を用い、式(2)に示す回帰式についてモデルパラメータ

の推定を行う。 
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ABP ：地域 AB 間の鉄道シェア 

x：説明変数 

iT ：交通機関 iによる地域 AB 間の所要時間（分） 

iC ：交通機関 iによる地域 AB 間の運賃（円） 

21 ,αα ：パラメータ 

ここで、所要時間は、乗車時間に平均的な待ち時間を

加算することによって運行頻度についても間接的に考慮

したものである。 
 
2.3 交流量モデル 

地域間の公共交通機関交流量を表現する交流量モデル

は、式(3)に示すグラビティモデルを適用して構築する。

具体的には、被説明変数を地域間の年間交流量とし、被

説明変数には両地域の人口、シェアで重み付けされた一

般化費用、および隣接地域条件を採用して、式(4)に示す

回帰式についてモデルパラメータの推定を行う。 
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ABK ：地域 AB 間の公共交通機関交流量 

ABGC ：地域 AB 間の一般化費用（円） 

1P ：地域 AB のうち大きい方の人口（千人） 

2P ：地域 AB のうち小さい方の人口（千人） 
D：隣接地域ダミー（隣接地域=1、それ以外=0） 
C ：定数項 

41, ββ～k ：パラメータ 

ここで、地域 AB 間の一般化費用は鉄道と航空の一般

化費用をシェアで重み付けして算出されるものであり、

式(5)で表される。各交通機関の一般化費用は、式(6)に示

すように、所要時間に時間価値を乗じたものを運賃に加

え、移動にかかる諸要因を貨幣換算した合計である。ま

た、時間価値は式(2)の所要時間差および運賃差に対する

パラメータ比により式(7)のように内生的に求められる。 

AIRABTRAINABAB GCPGCPGC ⋅−+⋅= )1(                (5) 

VOTTCGC iii ⋅+=                               (6) 

21 /αα=VOT                                    (7) 

iGC：交通機関 iによる地域 AB 間の一般化費用（円） 

 
2.4 経済成長モデル 

社会経済環境条件による交流量の伸びを表現する経済

成長モデルは、既往研究 2)を参照し、式(8)に示すように

全国交流量を被説明変数とし、GDP 水準を説明変数とし

た指数関数モデルで表現する。 
tGDP

t baK ⋅=                                    (8) 

tK ：年次 tの年間公共交通交流量 

tGDP ：年次 tの国内総生産 

 
3．モデルパラメータの推定 

3.1 対象地域およびパラメータ推定用データ 

鉄道シェアモデルおよび交流量モデルのパラメータ推

定において、地域区分は道内を 4 地域区分（道北、道東、

道央、道南）、道外は都府県単位とした。パラメータ推定

の対象区間は、道内 4 地域－都府県間、各既設新幹線（東

北、上越、東海道・山陽）の沿線都府県間とし、鉄道シ

ェアモデルについては鉄道シェア0または1以外の区間、

交流量モデルについては公共交通機関交流量 0 以外の区

間のデータをパラメータ推定に用いた。 
式(2)の鉄道シェアモデル、式(4)の交流量モデル、式(8)

のパラメータ推定に用いたデータを表－１に示す。 
 

3.2 パラメータ推定結果 

パラメータ推定結果を表－２に示す。各モデルともに

決定係数、各パラメータの t 値ともに高く、符号条件も

問題なく、統計的に有意なモデルとして推定された。 
また、鉄道シェアモデルのパラメータ   より、時間

価値は式(9)のように求められた。 
][2.65/ 21 円／分== ααVOT                      (9) 

 

表－１ パラメータ推計用データ 

データ データ出典・内容 

交通機関

別交流量 

国土交通省「全国幹線旅客流動調査」（2000 年）

：都道府県間旅客流動量（鉄道・航空） 

（運輸経済研究センター「全国旅客地域流動調

査」の伸びを考慮し 2003 年を推計） 

所要時間 

・費用 

ヤフー㈱「Yahoo!路線情報の経路検索サービス」

：相互県庁所在地間時間距離および費用 

（鉄道（新幹線利用）、航空） 

人口 総務省「住民基本台帳人口」：都道府県現況人口

（2003 年） 

全国公共

交通機関

交流量 

運輸経済研究センター「全国旅客地域流動調査」

（1975 年～2002 年） 

ＧＤＰ 内閣府経済社会総合研究所「県民経済計算年報」

（1975 年～2002 年） 

表－２ モデルパラメータ推定結果 

・鉄道シェアモデル： 2R =0.76 N=81 
パラメータ名 パラメータ値 t 値 

1α ：所要時間差 0.00758 13.6 

2α ：運賃差 0.00012 9.65 

・交流量モデル  ： 2R =0.86 N=265 
パラメータ名 パラメータ値 t 値 

1β ：一般化費用 0.81659 7.66 

2β ：人口（大） 1.45341 16.92 

3β ：人口（小） 0.98591 9.77 

4β ：隣接地域ダミー 0.99848 4.17 

・経済成長モデル  ： 2R =0.92 N=28 
パラメータ名 パラメータ値 t 値 

a ：定数項  13,454,175 689.6 

b ：ＧＤＰ 1.00000099 17.69 

21,αα
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4．北海道新幹線函館開業時の将来需要予測 

4.1 将来需要予測条件の設定 

本研究では、北海道新幹線函館開業の予定年次である

2015 年を推計対象年次とし、道内 4 地域と道外都府県間

の将来需要を予測する。 
将来の鉄道所要時間は、既存資料を参考に新幹線の距

離及び車両性能を設定し、北海道新幹線の有無別に算定

する。図－３に示すように、北海道新幹線関連区間（新

青森～新函館間）については表定速度 262km、距離 149km、

東北新幹線延伸区間（八戸～新青森間）については表定

速度 220km、距離 82km と設定した。運賃については現

在運行している新幹線の特急料金より設定した。また、

将来人口については、国立社会保障・人口問題研究所「日

本の市区町村別将来推計人口（平成 15 年 12 月推計）」よ

り、2015 年将来人口中位推計値を使用している。 
図－４に道外各地からの函館までの所要時間の変化を

示す。青森～八戸間の開通により、鉄道の所要時間は 41
分の短縮となるが、北海道新幹線の開通によりさらに 70
～73 分短縮される。 
 

4.2 経済成長による将来需要予測ケースの設定 

開業年（2015 年）における将来交流量の推計において

は、経済成長モデルに複数の経済成長ケースを設定し、

社会経済環境条件による交流量の伸びの相違を検討する。 
表－３に、各経済成長ケースに対する経済成長率の設

定、および経済成長モデルによって算定した将来公共交

通交流量の伸び率を示す。下位ケース（経済成長なし）

を基準として、各経済成長ケースにおける全国公共交通

需要の増加量より算定された将来公共交通需要量の伸び

率を適用して、経済成長ケース別の将来需要量を推定す

る。 
 

4.3 将来需要予測結果 
北海道新幹線の整備の有無別、および経済成長ケース

別に、2015 年の将来交流量（鉄道＋空港）、鉄道交流量、

空港交流量、誘発交流量、鉄道転換交流量を算定した。

結果を表－４に示す。 
（１）道内－道外間の将来交流量 

検討ケース別の将来交流量の比較結果を図－５に示す。

将来人口の減少を考慮しているため、下位ケースでは将

来交流量は 1,800 万人程度まで大幅に減少する。北海道

新幹線開業は、道全体として約 13.2～14.8 万人／年の新

規誘発交流量をもたらすと算定された。これらの新規誘

発交流は、主に道南と青森、岩手を中心とした東北の各

県との間に生じている。 
（２）道南－道外間の将来交流量 

道南と道外間の将来交流量に着目すると、図－６に示

すように、新幹線が開通しない場合は、経済成長が上位

ケースの場合であっても人口減少を要因として交流量が

現行よりも約 4.4 万人減少する。北海道新幹線の整備は、

各経済成長ケースにおいて、約 9.3～10.5 万人／年の交

流量の誘発を道南地域にもたらすと算定され、北海道新

幹線の整備は、観光を中心とした道南地域の今後の経済

活動において非常に重要であると考えられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－３ 新幹線の距離および車両性能の設定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－４ 将来鉄道所要時間の変化 

 
表－３ 経済成長ケース別公共交通交流量の伸び率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）道内－道外間の将来鉄道交流量 

道内－道外間の鉄道交流量は、図－７に示すように、

道全体として約 228～255 万人／年（6.2～7.0 千人／日）

となると算定された。新規誘発交流量に加え、約 60～67
万人／年が航空利用から新幹線利用に転換すると考えら

れる。転換交流量を方面別に見ると、道央と東北および

関東の都県からの転換量が多くなっている。 

※1 

※2 

ケース１ ケース２ ケース３
（下位） （中位） （上位）

2003-2005 0 0.5 0.5
2006-2010 0 1.8 1.8
2011-2015 0 1.5 2.1

2003 516,384 518,965 518,965
2015 516,384 617,362 635,826
2003 22,436 22,493 22,493
2015 22,436 24,795 25,253

年平均伸び率 0.00% 0.82% 0.97%

GDP
（10億円）
全国公共

交通交流量
（100万人）

経済成長率

※3：将来交通量予測のあり方に関する検討委員会「長

期交通量予測の課題と今後のあり方」による。 

※1：北海道新幹線建設促進道南地方期成会資料による。 

※2：国土交通省「新幹線を含めた広域交通ネットワーク形成

等による都市連携モデル調査」による。 
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図－５ 道内－道外間の将来交流量

図－７ 道内－道外間の将来鉄道交流量
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5．おわりに 

本研究では、一般化費用の考え方を用いた新幹線需要

予測手法を構築した。シェアモデルにおける所要時間差

と運賃差に対するパラメータより内生的に求められた時

間価値を用いて、交通機関ごとの一般化費用を算出し、

シェアで重み付けした一般化費用によって地域間の移動

機会費用を表現することで、交通機関選択と交流量を表

現に関して整合のあるモデル構築が可能となった。 
また、構築された需要予測手法に基づいて北海道新幹

線函館開業時の交流量の将来予測を行った。その結果、

道南地域と東北間を中心とした誘発需要の発生、および

道央と東北、関東間を中心とした航空からの転換需要の

発生により、上位の経済成長ケースでは年間約 250 万人

の新幹線需要が見込まれることがわかった。 
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図－６ 道南－道外間の将来交流量

表－３ 北海道新幹線函館開業による将来交流量予測結果 
○現状交流量（2003年） （百人）

Ａ Ｂ
東北
関東

その他
東北
関東

その他
東北
関東

その他
東北
関東

その他

○将来交流量（2015年）
・ケース１（下位） （百人）

Ａ Ｂ
鉄道
+航空

鉄道 航空
鉄道
+航空

鉄道 航空 誘発 転換

東北 825 371 454 804 224 580 21 126
関東 9,685 395 9,289 9,685 290 9,394 0 105

その他 5,316 173 5,143 5,316 128 5,188 0 45
東北 716 403 312 686 262 424 29 112
関東 7,197 393 6,804 7,197 280 6,917 0 113

その他 4,573 189 4,384 4,573 135 4,438 0 54
東北 12,501 4,984 7,517 12,234 3,004 9,229 268 1,712
関東 72,562 5,183 67,378 72,562 3,553 69,009 0 1,630

その他 51,622 2,616 49,006 51,556 1,864 49,692 66 686
東北 3,343 3,299 44 2,628 2,563 65 715 21
関東 7,482 3,084 4,399 7,321 2,015 5,307 161 908

その他 4,110 1,661 2,449 4,050 1,107 2,943 59 495
179,931 22,752 157,180 178,612 15,425 163,186 1,320 6,006

・ケース２（中位） （百人）

Ａ Ｂ
鉄道
+航空

鉄道 航空
鉄道
+航空

鉄道 航空 誘発 転換

東北 909 409 500 886 247 639 23 139
関東 10,676 436 10,240 10,676 320 10,356 0 116

その他 5,860 191 5,669 5,860 141 5,719 0 49
東北 789 445 344 757 289 468 32 123
関東 7,933 433 7,500 7,933 308 7,625 0 125

その他 5,041 208 4,833 5,041 149 4,892 0 59
東北 13,781 5,494 8,287 13,486 3,312 10,174 295 1,887
関東 79,991 5,714 74,277 79,991 3,917 76,074 0 1,797

その他 56,908 2,884 54,024 56,835 2,055 54,780 73 756
東北 3,685 3,637 49 2,897 2,825 72 788 23
関東 8,249 3,399 4,849 8,071 2,221 5,850 178 1,001

その他 4,531 1,831 2,699 4,465 1,220 3,245 66 545
198,354 25,081 173,273 196,899 17,005 179,894 1,455 6,621

・ケース３（上位） （百人）

Ａ Ｂ
鉄道
+航空

鉄道 航空
鉄道
+航空

鉄道 航空 誘発 転換

東北 926 417 509 902 251 651 24 142
関東 10,874 444 10,430 10,874 326 10,548 0 118

その他 5,968 194 5,774 5,968 144 5,824 0 50
東北 803 453 351 771 294 476 33 126
関東 8,080 441 7,639 8,080 314 7,766 0 127

その他 5,135 212 4,922 5,135 152 4,983 0 60
東北 14,036 5,596 8,440 13,735 3,373 10,362 301 1,922
関東 81,470 5,820 75,650 81,470 3,989 77,480 0 1,830

その他 57,960 2,937 55,022 57,885 2,093 55,793 74 770
東北 3,753 3,704 49 2,950 2,877 73 803 23
関東 8,401 3,462 4,939 8,220 2,262 5,958 181 1,019

その他 4,614 1,865 2,749 4,548 1,243 3,305 67 555
202,020 25,545 176,476 200,538 17,319 183,219 1,482 6,744
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185,354
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12,750
71,930
53,165
3,143

6,048
782

7,798
5,189

69 8,144
206 4,603

723 52,441
2,910 233

現状

133 789
119 10,487

921
10,605
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